
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

（2023年1月1日から2023年12月31日まで）

第 132 回 定 時 株 主 総 会
その他の電子提供措置事項 
（交 付 書 面 省 略 事 項）

上記事項につきましては，法令及び当社定款第15条第2項の規定に基づき，書面交付請求を
いただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）から省略しております。
本株主総会におきましては，当社は，書面交付請求の有無にかかわらず，株主の皆様に対して，
一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りしております。

010_0531210092403.indd   1010_0531210092403.indd   1 2024/02/15   9:22:212024/02/15   9:22:21



株主資本等変動計算書
（2023年１月１日から

2023年12月31日まで）
（単位：百万円）

株　　主　　資　　本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合　　　計別途積立金 繰越利益

剰 余 金
当期首残高 5,190 6,416 37 6,453 1,297 56,130 51,418 108,846
当期変動額

剰余金の配当 △ 3,540 △ 3,540
当期純利益 4,119 4,119
自己株式の取得
自己株式の処分 7 7
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 7 7 ― ― 579 579
当期末残高 5,190 6,416 44 6,460 1,297 56,130 51,997 109,425

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本
合　　計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △ 1,381 119,107 117 117 119,224
当期変動額

剰余金の配当 △ 3,540 △ 3,540
当期純利益 4,119 4,119
自己株式の取得 △ 0 △ 0 △ 0
自己株式の処分 13 20 20
株主資本以外の項目
の当期変動額 (純額) 310 310 310

当期変動額合計 12 599 310 310 909
当期末残高 △ 1,369 119,706 427 427 120,134
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個 別 注 記 表
（2023年１月１日から

2023年12月31日まで）
【継続企業の前提に関する注記】
　該当事項はありません。

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
1.　有価証券の評価基準及び評価方法
　　　その他有価証券
（1）市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し，売却原価は移動平均法により算定）
（2）市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

2.　デリバティブの評価基準及び評価方法
　時価法

3.　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

4.　固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし，1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については，定額法を採用しており
ます。
　なお，主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 15～50年
工具，器具及び備品 ２～15年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお，自社利用のソフトウエアについては，社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
を採用しております。

― 1 ― ― 2 ―

010_0531210092403.indd   2010_0531210092403.indd   2 2024/02/15   9:22:212024/02/15   9:22:21



（3）リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法を採用しております。

（4）長期前払費用
　均等償却

5.　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は，期末日の直物為替相場により円貨に換算し，換算差額は損益として処理し

ております。

6.　引当金の計上基準
（1）賞与引当金

従業員への賞与支給に備えるため，支給見込額に基づき計上しております。
（2）役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて，当事業年度における支給見込額に基づき，当事業年度負担額を計上し
ております。

（3）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため，当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。
①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり，退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては，給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は，各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
過去勤務費用は，その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額

法により費用処理しております。
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7.　収益及び費用の計上基準
当社の主たる事業は医薬品の製造販売であります。これらの販売については，移転を約束した製品

に対する支配を顧客が獲得した時点で，当該製品と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識す
ることとしており，出荷時から顧客への引渡しまでの期間が通常である場合には，出荷時に収益を認
識しております。

なお，収益は顧客との契約において約束された対価から返品，値引き及び割戻し等を控除した金額
で測定しており，見積り計上は行っておりません。

また，取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており，重要な金融要素は含まれて
おりません。

【会計方針の変更に関する注記】
時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号2021年６月17日。以下「時
価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し，時価算定会計基準適用指針第
27-２項に定める経過的な取扱いに従って，時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来
にわたって適用することとしております。なお，計算書類に与える影響は軽微です。

【表示方法の変更に関する注記】
（貸借対照表）

　前事業年度において，区分掲記しておりました「流動資産」の「キャッシュ・マネージメント・シ
ステム預託金」（当事業年度3,677百万円）は，重要性が乏しくなったため，当事業年度より「流動資産」
の「その他」に含めて表示をしております。なお，「キャッシュ・マネージメント・システム預託金」は，
JTグループにおいて国内グループ会社を対象としたキャッシュ・マネージメント・システムを統括し
ている日本たばこ産業株式会社への資金の預託です。

（損益計算書）
　前事業年度において，区分掲記しておりました「営業外費用」の「解約違約金」（当事業年度０百万円）
は，重要性が乏しくなったため，当事業年度より「営業外費用」の「その他」に含めて表示をしてお
ります。
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【会計上の見積りに関する注記】
長期前払費用の評価
1.　当事業年度末残高  7,279百万円
2.　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　導入契約に係る一時金及びマイルストーン等の支出のうち，対象となる製品の販売予測を基礎とし
た収益性を評価し，将来の収益獲得により回収可能性が高いと判断しているものを販売権として長期
前払費用に計上し，その効果の及ぶ期間で均等に費用化しております。なお，貸借対照表に計上され
ている長期前払費用の大部分を販売権が占めております。
　当該製品の収支が継続してマイナスの場合や経営者が策定した販売計画による将来の収支予測が未
達成となる場合には，販売権に減損の兆候が生じる可能性があり，当該製品の販売により獲得できる
割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合，その時点での帳簿価額から回収可能
価額にまで減額する金額を減損損失として計上する可能性があります。

【貸借対照表に関する注記】
1.　関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 3,745百万円
短期金銭債務 2,540百万円
長期金銭債務 118百万円

2.　有形固定資産の減価償却累計額 4,854百万円

【損益計算書に関する注記】
1.　関係会社との取引高

営業取引による取引高
　売上高 138百万円
　仕入高 7,890百万円
　販売費及び一般管理費 47百万円
営業取引以外の取引高 0百万円

2.　研究開発費の総額 3,490百万円
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【株主資本等変動計算書に関する注記】
1.　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式(千株) 28,800 ― ― 28,800

2.　自己株式に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株) 701 0 6 694
（変動事由の概要）

普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は，単元未満株式の買取りによるものです。また，普通
株式の自己株式の株式数の減少６千株は，取締役会決議に基づく譲渡制限付株式報酬としての自己株
式の処分によるものです。

3.　配当に関する事項
（1）配当金支払額

決　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2023年３月28日
定時株主総会 普通株式 2,135 76.00 2022年12月31日 2023年３月29日

2023年７月31日
取締役会 普通株式 1,405 50.00 2023年６月30日 2023年９月５日

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち，配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
　　　　2024年３月27日開催の定時株主総会において，以下のとおり決議を予定しております。

決　議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2024年３月27日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 1,967 70.00 2023年12月31日 2024年３月28日

4.　新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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【税効果会計に関する注記】
1.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
繰延資産償却超過額 484百万円
退職給付引当金 146百万円
賞与引当金 129百万円
前払研究開発費 103百万円
未払事業税等 85百万円
未払費用 61百万円
その他 103百万円
繰延税金資産小計 1,115百万円
評価性引当額 △ 57百万円
繰延税金資産合計 1,057百万円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △ 188百万円
その他 △ 5百万円
繰延税金負債合計 △ 194百万円
　　　繰延税金資産の純額 863百万円

2.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 30.6％
（調　整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △　0.0％
住民税均等割 0.6％
法人税額の特別控除額 △　5.4％
評価性引当額の増減額 0.1％
その他 0.1％
　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.4％
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【金融商品に関する注記】
1.　金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当社は，新たな事業投資に備え，余資については主に流動性・安全性を重視した金融商品で運用
を行っております。デリバティブは，後述するリスクを回避するために利用し，投機的な取引は行
わない方針です。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は，顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関
しては，当社の与信管理規定に従い，取引先毎の期日管理及び残高管理を行うとともに，主な取引
先の信用状況を半期毎に把握する体制をとっております。
　有価証券及び投資有価証券は，主に，余資運用のため保有する債券等及び業務上の関係を有する
企業の株式であり，債券・株式等発行体の信用リスク，並びに市場価格の変動リスクに晒されてお
ります。
　営業債務である買掛金及び未払金は，ほとんどが１年以内の支払期日です。また，その一部には
外貨建のものがあり，為替の変動リスクに晒されております。
　デリバティブ取引は，外貨建の営業債務に係る為替変動リスクに対するヘッジを目的とした先物
為替予約取引です。また，デリバティブ取引の執行・管理については，取引権限等を定めた社内規
程に従って行っております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には，市場価格に基づく価額のほか，活発な市場が存在しない場合には適切な評
価技法を用いて測定された価値が含まれております。

2.　金融商品の時価等に関する事項
　　　貸借対照表計上額，時価及びこれらの差額については，次のとおりです。なお，市場価格のない株

式等は，次表には含まれておりません（（注）２を参照下さい。）。また，現金及び預金，売掛金，有価
証券に含まれる預金と同様の性格を有する合同運用の金銭信託，買掛金，未払金，未払法人税等はす
べて短期であるため，時価は帳簿価額と近似していることから，注記を省略しております。

（単位：百万円）
区　　　分 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

有価証券及び投資有価証券
　その他有価証券 46,128 46,128 ─
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（注）1.　有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）有価証券及び投資有価証券

これらの時価について，株式は取引所の価格によっており，債券等は取引所の価格又は取引金融機関から
提示された価格によっております。

（2）デリバティブ取引
為替予約取引を行っておりますが，重要性が乏しいため記載を省略しております。

2.　市場価格のない株式等の貸借対照表計上額
（単位：百万円）

区　　　分 貸借対照表計上額
非上場株式 75
投資事業組合への出資持分 766

3.　金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

区　　　分 １年以内 １ 年 超
５年以内

５ 年 超
10年以内 10 年 超

(1) 現金及び預金 5,004 ─ ─ ―
(2) 売掛金 28,488 ─ ─ ―
(3) 有価証券及び投資有価証券
　　　その他有価証券のうち満期があるもの 38,999 18,253 1,995 6,296

3.　金融商品の時価のレベル毎の内訳等に関する事項
　　　金融商品の時価を，時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて，以下の３つ

のレベルに分類しております。
レベル１の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち，活発な市場において形成される当

該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち，レベル１のインプット以外の時価

の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には，それらのインプットが
それぞれ属するレベルのうち，時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており
ます。
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（1）時価で貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

区　　　分 時　　価
レベル1 レベル2 レベル3 合計

有価証券及び投資有価証券
　その他有価証券 568 42,761 ― 43,329

（注） 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日）第24－９項
の取り扱いを適用した投資信託については，上記表には含めておりません。なお，貸借対照表における当該
投資信託の金額は2,798百万円です。

（2）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
該当事項はありません。

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
上場株式は取引所の価格によっており，債券等は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によってお
ります。上場株式は活発な市場で取引されているため，その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で
当社が保有している債券等は，市場での取引頻度が低く，活発な市場における相場価格とは認められないため，
その時価をレベル２の時価に分類しております。

【関連当事者との取引に関する注記】
1.　親会社及び法人主要株主等

種類 会社等
の名称

議決権等
の所有(被
所有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

親会社 日本たばこ産
業㈱

被所有
直　接
54.8％

医薬品の仕入
金銭の貸借等

医薬品
の仕入 7,890 買掛金 2,482

資金の
預託 ― 流動資産

その他 3,677

為替予約 12,172 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1.  医薬品の仕入については，品目毎に売買契約を締結し，適正な価格，取引条件により行っております。なお，

期末残高には消費税等が含まれております。
2.  資金の預託については，キャッシュ・マネージメント・システムによるものであり，市場金利に連動した

利率を適用しております。なお，取引金額は，頻繁に発生する取引のため記載を省略しております。
3.  為替予約については，為替予約締結日における市場レートに基づいた予約レートを適用しております。な

お，取引金額には，期中の契約額の累計を記載しております。
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2.　子会社及び関連会社等
該当事項はありません。

3.　兄弟会社等
重要な取引に該当する取引がないため記載しておりません。

4.　役員及び個人主要株主等
該当事項はありません。

【収益認識に関する注記】
1.　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）
当事業年度

（自　2023年１月１日
至　2023年12月31日）

製商品売上高

腎・透析領域 11,888
皮膚疾患領域 14,266
アレルゲン領域 21,685
その他 6,498

その他の売上高 299
計 54,638

（注） その他の売上高に，顧客との契約から生じる収益以外の収益として不動産賃貸収入203百万円が含まれています。

2.　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　 　「【重要な会計方針に係る事項に関する注記】7．収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載して

いるため，注記を省略しております。

3. 　当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産及び契約負債の残高等

該当事項はありません。
（2）残存履行義務に配分した取引価格

個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため，実務上の便法を使用し，残存履行義務
に関する情報の記載を省略しております。また，顧客との契約から生じる対価の額に，取引価格に
含まれていない重要な変動対価の額等はありません。
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【１株当たり情報に関する注記】
１株当たり純資産額 4,274円45銭
１株当たり当期純利益 146円60銭

【重要な後発事象に関する注記】
　該当事項はありません。
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